別紙１　予算要求資料・事業評価調書
予算要求資料
平成25年度当初予算　　　支出科目　款：教育費　項：保健体育費　目：学校健康教育費
	事業名: 防災教育推進事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　教育委員会　スポーツ健康課　学校体育安全係　電話番号：058-272-1111（内3590）

　　　　　　　E-mail：c17769@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：5,569千円（前年度予算額：3,500千円）
	要求内容


	１　要求の内容


　平成23年３月11日に発生した東日本大震災を受け、想定を超えた災害に対し児童生徒が自ら判断し対処する能力を高めるとともに、地域ぐるみで防災に関する教育や活動を展開することを目的に、以下の事業を実施する。
・地域や想定される災害を考慮して指定した防災教育推進校（小中学校10校、高等学校２校、特別支援学校４校）にて、効果的な防災教育の研究を行う。
　　【防災教育推進校】

＜高等学校＞

大垣桜高等学校、中津川工業高等学校、岐阜盲学校、岐阜聾学校、
＜特別支援学校＞

大垣特別支援学校、可茂特別支援学校

＜小中学校＞

岐阜市立合渡小学校、海津市立西江小学校、郡上市立郡上東中学校、

郡上市立西和良小学校、郡上市立和良小学校、御嵩町立上之郷小学校、
中津川市立第一中学校、高山市立北稜中学校、高山市立本郷小学校、
高山市立栃尾小学校
・防災教育フォーラム（有識者等による講演とパネルディスカッション、防災教育推進校の実践発表）を開催する。
・「防災教育の手引き」を作成する。

	２　所要経費


（1） 推進校実践研究　　　　　2,400千円
（2） 防災教育推進校合同会議　  259千円
（3） 防災教育フォーラム開催　1,490千円
（4） 「防災の手引き」作成　　1,420千円
	２月１日時点の査定額の考え方


	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	3,500
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	3,500

	要求額
	5,569
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	5,569

	２月1日時点
査定額
	5,569
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	5,569

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　地域ごとに想定される各種災害に対する実践的な防災教育を推進し、防災意欲の高い人材を育成します。また、自分の命は自分で守る「自助」の実践と、地域の力で助かる人を増やす「共助」の活動等を強力に促進し、災害時の死者・被害を減らします。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	関係機関等と連携した防災訓練等の実施
	90.1％
（H22）
	（H  ）
	（H  ）
	99.4％
（H24）
	100.0％
（H25）
	99.4％


	
	（H  ）
	（H　）
	（H　）
	（H  ）
	（H  ）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	 

	（平成24年度の取組）

・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）
　○岐阜県防災教育研修会の開催

・平成24年7月13日（金）、羽島市文化センターに於いて開催

　（参加者数：650名（教員、保護者、市町村の防災担当、自治会関係者））
　　【講演】　群馬大学大学院　片田　敏孝　教授

　　【パネルディスカッション】

　（パネリスト）小学校長、保護者代表、宮城県派遣教職員、自治会代表


（平成24年度の成果）

	・平成24年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果
　講演及びパネルディスカッションにより、児童生徒が災害に対して主体的に行動する力を身につけていくための基本的な考え方を共有することができた。



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	巨大地震等の災害発生に備え、児童生徒が主体的に行動する力を身につけていくことは、社会的な要請が高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

△

	　地域の災害を知り、想定される災害に応じて主体的に行動する力を育成するため、地域の機関や自治会等と連携した防災訓練の実施を依頼しているが、割合は上がっていない。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

△

	　県内各学校で防災教育を推進するためには、防災教育推進校の取組を県内の学校に周知する必要がある。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　学校安全教室推進講習会の中で、より甚大な災害の想定・地域の実情に応じた防災教育の見直し・災害対応マニュアルの改善を依頼している。今後は学校における児童生徒の災害対応能力の養成や自治会等との連携が課題となる。



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
　防災教育推進校の取組を継続するとともに、その成果を県内の学校へ普及させるため防災教育フォーラムを実施する。併せて、実践研究の成果を「防災教育の手引き」として発行する。
　また、地元自治会等と連携した防災訓練等の実施を学校に対してはたらきかける。



